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１．関西のIT産業

(1) IT産業の域内総生産（ＧＲＰ）

平成12年の関西のＩＴ産業の域内総生産（ＧＲＰ）は、5.3兆円で全国の16.0％を占める。これは、全産業のＧ

ＲＰ83.3兆円の対全国比17.1％よりやや低い。（表１）

(2) IT産業の事業所数、従業者数

平成16年の関西のＩＴ産業の事業所数、

従業者数の対全国比は14.9％、13.6％で、全

産業の対全国比17.5％、16.8％をやや下回る。

（表２）

(3) ハード系のIT産業

１）部品・デバイスのIT産業

平成16年の関西の部品・デバイスのＩＴ

産業の製造品出荷額等は、３兆1592億円で

「関西情報化実態調査」より

関西のＩＴ産業の動向

（平成18年度　日本自転車振興会補助事業）

橋本　恵子（調査グループ）

関西のIT産業は全体の経済規模に比べ、全国に占めるウエイトが低い。中でもハード系

に比べてソフト系のウエイトが低い。その中にあって、ゲームソフトは関西が高い全国シ

ェアを持つ。ゲームソフトはコンテンツ産業の中で最大の輸出産業であり、日本が世界市

場をリードする数少ないソフト産業である。日本のソフトパワーを海外に発信する要素と

しても関西のIT産業振興戦略上で活かすべき特性である。

（本稿は「関西情報化実態調査2006」の一部を構成するものである。）

表１　IT産業の域内総生産

表２　IT産業の民営事業所の事業所数、従業者数
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全国の 14.1％を占める。これは、製造業全体の製造品出荷額等の全国シェア16.3％を下回る。細分類業種では関

西は、半導体素子製造業、コネクタ・スイッチ・リレー製造業等で20％以上の高い全国シェアを持つ。（表３）

電子部品・デバイス製造業の製造品出荷額等の全国シェアは、関西では兵庫県が3.5％で最も高い。全国的に

は、三重県、長野県、東京都が5％以上の高い値を占める。（図１）

２）製品のIT産業

平成16年の関西の製品のＩＴ産業の製造品出荷額等は、2兆9167億円(秘匿を除く)で全国の14.1％を占める。こ

れは、部品・デバイスのＩＴ産業と同様の全国シェアとなり、製造業全体の製造品出荷額等の全国シェアを下回

る。細分類業種では、情報記録物、医療用計測器、事務用機器、無線通信機器、ビデオ機器等の全国シェアが高

い。これらには関西に集積のある医療医薬品分野や情報家電分野の製品が含まれる。（表４）

情報通信機械器具製造業の製造品出荷額等の全国シェアは、関西では大阪府の4.9％、次いで兵庫県の4.8％が

高い。全国的には、東京都、栃木県、長野県、埼玉県が7％以上の高い値を示す。（図２）

表３　部品・デバイスのIT産業の事業所数、従業者数、製造品出荷額等

図１　電子部品・デバイス製造業　構成比

出所：平成16年工業統計
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(4) ソフト系のIT産業

１）情報サービス業

平成17年の関西の情報サービス業の年間売上額は、1兆3716億円で全国の9.4％を占める。これは、事業所数

930の全国シェア13.5％に比べ低く、事業所規模が相対的に小さいことが窺える。経年変化をみても、関西の年

間売上げ額シェアは、平成9年の13.1％から平成17年の9.4％へとほぼ一貫して低下している。しかしその中にあ

って、業務種別年間売上額をみると、関西は、ゲームソフトで36.3％と高い全国シェアを持つ。ゲームソフトは

我が国が世界市場をリードする数少ないソフト産業の１つであり、関西にその高いシェアがあることは、関西の

IT産業振興戦略を探る上でのヒントとなるものである（表５）。

情報サービス業の立地は、東京都に集中している。かつ東京都は、事業所数、就業者数に比べ、売上高のシェアが

高く(62.2％)、規模の大きな事業所が多いことが窺える。関西で最も高いシェアは、大阪府の6.3％に留まる。（図３）

出所：平成16年工業統計

表４　製品のIT産業の事業所数、従業者数、製造品出荷額等

図２　情報通信機械器具製造業　構成比
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２）放送業

2005年度のNHK大阪放送局の、総放送時間の中で自局編成番組が占める割合は21.2％である（表６）。2005年4

月の1週間における在阪民間放送局の、総放送時間の中で自社制作番組が占める割合は、系列によって違いはあ

るものの、テレビ大阪を除き概ね30％前後である。関西の民間放送局の自社制作の割合は、NHKの自局編成よ

りが高いが、中部圏と比較してもその差は更に大きい（表７）。

出所：平成17年特定サービス産業実態調査

表５　情報サービス業の事業所数及び業務種類別年間売上高

図３　情報サービス業　構成比

表６　NHKアナログ総合テレビの放送時間
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通信と放送の融合が進みIPマルチキャストによる再送信が行われると、県域免許制は制度的に無くなるとは言

えないが、技術的には意味を持たなくなる。地域放送と全国放送のベストミックスを図りながら、地域からの情

報発信の自立性を確保していくことが重要になる。

２．ゲーム産業

(1) 世界のゲーム市場

日本が世界市場をリードし、関西が高いシェアを持つゲーム産業を概観すると、世界のゲームソフト市場は2

兆3000億円で、これは国内の民間放送や新聞業の市場規模に匹敵する（表８）。北米が4割、欧州が3割強、日本

が2割弱を占め、近年中国の、また将来はインドの急拡大が注目、予想される。韓国はオンラインゲーム分野で

生産者としても存在を高めている。ハードは、据置き型機種ではこれまでソニー・コンピュータエンタテインメ

ント(SCE)のPS2が世界で高いシェアを占めていたが、2006年に、SCE、任天堂、マイクロソフトの3大メーカー

の次世代機が出揃い、新たな世界商戦に突入したところである。（表９、表10）

表７　民放テレビ放送時間

表８　世界のゲームソフト市場

表９　機種別ハード累計販売台数 表10 次世代機累計販売台数

出所：日本民間放送年鑑2005
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(2) 国内のゲーム市場とゲーム産業の現状

国内のゲーム市場は、少子化などの影響から縮小して

きており、国内メーカーは海外市場に注力している（図

４）。しかし欧米を中心に拡大する海外市場を取り込みき

れておらず、かつては世界市場を席巻していた日本製ゲ

ームソフトの国際シェアは低下している。（図５）

とはいえ、日本のゲーム産業の優れた人材と技術力は世界的

に高い評価を受けており、これまで、AIAS(米国のインタラク

ティブ・エンタテインメント産業の企業やアーティストの

NPO)のビデオゲーム開発者殿堂には、宮本茂(98年)、坂口博

信(00年)、鈴木裕(03年)の3氏が、またIGDA(ゲーム開発者を対

象とした国際NPO)のゲームディベロッパーズ・チョイス・ア

ワードには、中祐司(02年)、松浦雅也(03年)、横井軍平(04年)、

宮本茂(07年)の4氏が選定されている。宮本氏(任天堂専務)は、

TIME誌｢世界で最も影響力のある100人｣に、日本人としては、

渡辺捷昭トヨタ社長と共に選ばれたのも最近のニュースであ

る。作品においても、AIASのGame of the Year 2006にはSCE

America のGod of Warが、また、IGDAのBest Game 2006には

SCEの｢ワンダと巨像｣が選ばれている。さらにゲームソフトは、

コンテンツ産業の中で最大の輸出産業でもあり、日本のソフト

パワーを海外に向けて発信する重要な要素である。（図６）

(3) ゲーム産業の課題と戦略

マイクロソフトのXbox360、ソニーのPS3、任天堂のWii

と次世代機が出揃った現在、市場は更に伸びる見通しで

ある。その中で、日本のゲームソフト産業が今後も世界

市場をリードし続けるためには、①人材の育成と②ゲー

ムの文化的価値の向上が必要である。特に②は、ゲームの国内と海外の価値認識の開きが大きいことからも重要である。

先述のように海外では高い評価を受けている日本のゲーム産業であるが、国内評価は、有害図書に指定された

り、ゲームが人間の脳に悪影響を与えるという主張(ゲーム脳)があったり、必ずしも芳しいものではない。ゲー

ムの文化的価値を向上させ社会的認識の改善を図ることが重要で、｢ゲーム産業戦略～ゲーム産業の発展と未来

像　06年8月経済産業省｣の中で開発戦略、ビジネス戦略と並んでコミュニケーション戦略(社会とのコミュニケ

ーションの強化)が挙げられているのは同じ趣旨であろう。

その方策としてゲームミュージアムの創設を、あるゲームソフトの中核企業が提案している。文化性の高い恒

常的な施設、共通文化体験としてゲームを共に楽しめる

オープンな空間の整備は良いアイデアでないだろうか。

京都国際マンガミュージアムやジブリ美術館の先例もあ

るように、そのような施設は集客力の面においても高い

貢献が期待できるものである。

図４　ゲームの国内市場規模と日本製品の出荷額の推移

図５　世界のゲームソフト市場と日本製ソフトのシェアの推移

出所：CESAゲーム白書2006

出所：IDG Report(CAPCOM Company profile May-2006)とCESAゲーム白書2006に基づき作成

図６　コンテンツ別貿易収支（2004年）

出所：情報通信白書平成18年版より引用
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